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研究成果の概要（和文）：オープンソースソフトウェア（以下，OSS)の開発を「知の共有化」による開発モデルと定義
し、OSSを活用した情報サービス産業の生産性を実証するために、①内部資源とし情報サービス産業の労働投入、実質
資本投入、また実質付加価値を計測、②外部資源としてOSSの市場価値を計測し、③日本国内の情報サービス企業に対
して代表的なOSSの活用とOSS開発への関与・貢献を集計するためのアンケート調査を3年間行い、これらのデータ（外
部資源、内部資源、OSS活用と貢献度）を連結させ、企業規模別や活用OSS別によるパネル・データ分析によって、OSS
を活用した日本の情報サービス産業の労働生産性の計測を行った。

研究成果の概要（英文）：Open Source Software (OSS) is the software of which source code is open to 
public, and then users can study and improve them corresponding to the application and market needs. This 
study conducted the questionnaire survey to IT companies in Japan, investigating how OSS utilization and 
contribution to the development community affect the business growth of companies. The survey was first 
implemented in 2012 and continued for 3 consecutive years until 2014. In order to analyze the transition 
during these 3 years in terms of the OSS utilization, contribution, and company growth, t-test was 
employed to each of the average data. As the fourth report of the series of this study, we will present 
the result of the analysis and implications for the further research.

研究分野：情報経済学
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１．研究開始当初の背景 

情報サービス産業において Linux に代表
される OSS を導入したビジネスモデルは欠
かせないものとなり、また OSS の開発自体
も情報サービス産業の関与・貢献によって成
り立っている。そこで、OSS 開発において企
業の関与も含めた実証データの調査・集計に
よって生産性を分析する理論モデルの構築
の必要性が明らかとなった。これに対して既
に von Hippel(2001)や Chesbrough(2003)は
企業内外の境界が曖昧化し，外部の研究開発
と内部の研究開発とが結合し新たな付加価
値が誕生する可能性があげている。また、
OSS 開発を活用したビジネスモデルの重要
性は，従来のイノベーション（＝Closed 

Innovation）を超えたオープンイノベーショ
ンの過程を通じ内部資源と外部資源との「連
結」を図ることで自社のみではなし得なかっ
た付加価値の形成を企図することと考えら
れる。 

そこで、Chesbrough らが提起したオープ
ンイノベーションの概念を OSS を活用した
情報サービス産業の生産性決定要因として、
情報サービス産業と OSS 開発との関与とそ
の生産性を示すデータを計測・解析すること
によって、内部資源と外部資源の「連結」効
果を組み入れた「知の共有化・創出」による
生産性分析モデルを構築できることが必要
となった。 

 

２．研究の目的 

 本研究の目的は「知の共有化・創出モデル」

として注目されるオープンソースソフトウ

ェア（以下，OSS)の開発を「オープンイノベ

ーション」＝進化したイノベーションと定義

し、OSS を活用した情報サービス産業の生産

性を実証的に明らかにすることである。そこ

で、（i）OSS を外部資源と内部資源の結合に

よる「連結の経済性」と捉え、（ii）情報サ

ービス産業と OSS開発コミュニティとの連結

と、その生産性を示すデータを収集し、（iii）

OSS 開発スタイルの有する生産性分析フレー

ムワークを導出し、労働生産性を計測するこ

とによって、OSS の開発スタイルが、日本の

情報サービス産業において「知の共有化・創

出」の進化した開発組織～ビジネスモデルと

して成立し、その有する生産性について明ら

かにすることである。 

 

３．研究の方法 

本研究ではまず①初年度の段階で、代表的
な OSS の市場価値を公表されている統計を
用いた開発コード数を基準として推計する。
市場価値計算に関してはソフトウェア開発
工数，期間見積もり手法の一つである COCOMO
法を利用する。②また併行・継続して政府統
計等から資本ストックや労働投入などの内
部資源データ、実質付加価値を収集する。 
③企業の OSS 活用と開発貢献に関しては全国

の情報サービス産業加盟企業に対してアン
ケート調査を行うことによって収集し、企業
規模別、活用 OSS 別などで集計する。 
④最終的にこれらのデータを連結させるこ
とによって OSS開発スタイルの有する生産性
分析フレームワークを導出し、OSS を活用し
た日本の情報サービス産業の労働生産性を
計測する。 
 
４．研究成果 
オープンソースソフトウェア（以下，OSS)

の開発を「知の共有化」による開発モデルと
定義し、OSS を活用した情報サービス産業の
生産性を実証するために、①内部資源とし情
報サービス産業の労働投入、実質資本投入、
また実質付加価値を計測、②外部資源として
OSS の市場価値を計測し、③日本国内の情報
サービス企業に対して代表的な OSS の活用
と OSS 開発への関与・貢献を集計するため
のアンケート調査を 3 年間行い、これらのデ
ータ（外部資源、内部資源、OSS 活用と貢献
度）を連結させ、企業規模別や活用 OSS 別
によるパネル・データ分析によって、OSS を
活用した日本の情報サービス産業の労働生
産性の計測を行った。 

 

① 代表的な OSS の市場価値の推計。 

情報サービス企業の外部資源として代表
的な OSS（Linux Distribution の基盤となっ
ている Linux kernel，データベースサーバー
の My SQL，Postgre SQL，代表的なウェブ
サーバーである Apache HTTP Server，プロ
グラミング言語の Perl，Ruby，Python，PHP，
開発フレームワークの Ruby on Rails）の市
場 価 値 に 関 し て 、 Ohloh

（http://www.ohloh.ne）の公表する統計と
Constructive Cost Model(COCOMO)を活用
して行った（表１参照）。 

 

表１ 主な OSS の市場価値試算結果 

 

② 内部資源データ、実質付加価値の収集。 

情報サービス企業の内部資源として労働
投入、実質資本投入、また実質付加価値につ
いては、『特定サービス産業実態調査報告書 
情報サービス業編』等を利用して収集した。 

さらに、①外部資源と②内部資源を連結させ
ることによって日本の情報サービス企業の
OSS 開発スタイルの有する労働生産性につ
いて試算した。 

③ 企業の OSS 活用・貢献をアンケート調査
よって収集 

オープンソース・ソフトウェア（OSS）は、

(単位:百万円

(2005年価格))

Linuxkernel MySQL PostgreSQL ApacheHTTPServer Perl Ruby Python PHP RubyonRails OpenOffice

登場年 1991 1995 1995 1995 1987 1995 1990 1995 2004 2000

2001 - 1,207 1,290 1,834 7,304 358 2,404 1,378 - 13,158

2002 18,126 2,812 1,503 2,136 9,177 427 2,531 2,173 - 16,266

2003 23,768 3,404 1,591 3,874 11,020 604 3,259 4,556 - 22,224

2004 25,828 3,526 1,813 4,840 12,064 1,252 3,754 5,374 - 31,930

2005 30,259 6,122 2,145 6,474 12,428 1,842 4,082 7,002 95 40,203

2006 106,910 6,288 2,169 6,349 13,136 1,886 4,147 7,956 242 39,585

2007 110,868 5,261 2,340 6,294 13,485 1,990 4,511 9,144 354 40,959

2008 118,928 5,393 2,541 6,347 14,081 2,347 3,712 10,410 384 47,888

2009 134,224 5,388 2,627 6,758 14,407 3,081 3,407 11,847 577 48,523

2010 173,518 6,415 3,069 8,408 - 4,012 3,599 13,679 532 50,079

表2 主なOSS市場価値試算結果



 

 

ソースコードが公開され、ユーザー側で改変
や改良が可能なソフトウェアである。導入コ
ストが低いことから、IT 企業に限らず広く活
用が進んでいる。本研究では、OSS の活用や、
コミュニティに対する開発貢献が企業経営
に対してどのような影響を及ぼしているの
か、日本の IT 企業における OSS の活用およ
び開発貢献が企業成長・企業経営指標に与え
る影響を調べるため、2012 年度から 2014 年
度までの 3 年間に渡って OSS の活用自体は
既に高いことが予想される OSS 関係の IT 企
業に対して「オープンソース・ソフトウェア
（OSS）活用実態調査アンケート」を行って
きた。 

2012 年度から 2013 年度調査結果から、
OSS の活用、開発貢献において Linux や
Apache HTTP Server 、 デ ー タ ベ ー ス
（MySQL, PostgreSQL 他）などの主要 OSS

は、日本の多くの IT 企業にとって活用対象
であり、これに対して OSS への開発貢献は
依然として低く、日本の IT 企業が OSS のフ
リーライダーとなっていることが分かった。
これに対して、Ruby を含むスクリプト言語
や Web開発フレームワークの Ruby on Rails

の活用度は低いが、活用と開発貢献の相関は
高い、すなわち活用をしている企業はこれら
の OSS（Ruby や Ruby on Rails）に対して
開発貢献をしていることが分かった。 

次に、OSS の活用と企業の経営指標の関係
では、2012 年度調査では売上高成長率（次
年度見込）との相関が表れていたのに対し、
2013 年度調査では総じて売上高成長率（前
年度比）との相関が表れている。前年度に、
その次年度に見込んだ売上高成長率予測が
当該年度に予測値と同様の結果として表れ
ているのが分かった。また、OSS の開発貢献
と企業の経営指標では、直接的な売上高成長
よりも従業員増加見込みとの間で有意相関
が認められた。OSS の活用や開発貢献の企業
における具体的効果の分析から、OSS の開発
貢献を行う IT 企業は人材育成や採用を見込
んでいることが考えられる 。さらに、2014

年度に実施したアンケート調査の結果を加
えたそれぞれの単年度の分析結果から、活
用・開発貢献の有無によって、一部の OSS

には、平均値に統計的に有意な差があること
を示された。 

また、企業経営に関わる指標を被説明変数
とした多項ロジット分析を行った。企業経営
に関わる４指標それぞれについて、売上高、
従業員数に対して減少傾向（-1）、横ばい（0）、
増加傾向（1）の３変数に集約し、参照カテ
ゴリは「横ばい」とした。説明変数として、
OSS の活用６項目と開発貢献を投入した。開
発貢献については、人的、金銭的な貢献の有
無（0,1）としてダミー変数化した。 

 

 

 

 

表２ 多項ロジット分析の結果 

 
④ OSS の市場価値と生産性の分析 

これらのデータ（外部資源、内部資源、OSS

活用と貢献度）を連結させ、企業規模別や活
用 OSS 別によるパネル・データ分析によっ
て、OSS を活用した日本の情報サービス産業
の労働生産性の計測を行った。 

３カ年の経年分析にあたって、各年度の平
均値の比較ではなく、企業成長（「売上高成
長率」および「雇用成長率」）に与える影響
を、３カ年に渡るデータによって生産関数を
想定することで回帰分析を行うことも可能
である。本研究で用いるデータは、各年度で
独立しており、分析には制約があるが、３カ
年に渡るデータを分析するために、それぞれ
の年度のデータを「資本金規模」で５つのカ
テゴリーに分けて、「売上高成長率」および
「雇用成長率」の平均値をとって被説明変数
にし、それぞれの OSS の活用がコブ＝ダグ
ラス型生産技術を使っていると仮定し、各企
業のプロフィール（開発者規模、創業年、売
上高等）、および各年度のデータを活用の有
無、開発貢献の有無（平均値）を説明変数に
した上で３カ年のデータによってパネル分
析を行い、「売上高成長率」および「雇用成
長率」に与える影響を分析した。 

その結果、「売上高成長率」（前期の会計年
度に比べた今期）に対する OSS の活用にお
いては、すべての OSS の影響ついて有意な
結果が表れた。また「雇用成長率」に対して
もいくつかの OSS の影響について有意な結
果が表れた。それ以外では有意な結果は表れ
なかった。 

OSS の活用は今期の売上高に影響するも
のとして捉えられるという結論は、この分析
によっても証明されたことになるが、一方で、
一部の OSS（Apache および Ruby）に関し
ては係数がマイナスの値となっている。また、
OSS の開発貢献は今期、もしくは次年度以降
の売上高に影響せず、また今期、もしくは次

減少傾向 増加傾向 減少傾向 増加傾向

Linux .012 .790 + .311 .403

Apache -.192 -.720 + -.524 -.302

データベース -.303 .537 .038 .274

Ruby -1.174 .064 -.361 .613

その他言語 -.027 -.497 .520 -.057

Ruby on Rails 1.571 .086 .524 -.290

Linux -1.656 -2.884 + 1.498 .965

Apache .218 2.187 .350 1.334

データベース -2.103 -2.553 .547 -1.368

Ruby .903 .140 1.763 -.379

その他言語 4.135 + 3.067 + -.096 -.721

Ruby on Rails -1.039 .851 -2.845 -.519

資本金規模 .070 -.699 * .489 -.346

開発者規模 .021 .286 .019 .598 **

創業からの年数 -.429 + -.439 + -.675 + -.647 **

1.442 2.535 * -1.063 1.294

174.17 154.84

50.19 * 44.83 *

.372 .340

.425 .401

** 1％水準有意（両側）　*5％水準有意（両側）　+ 10%水準有意（両側）

Cox-Snell

Nagelkerke

今期⇒次期見込み

売上高成長率

χ 2

被説明変数
（参照カテゴリ：横ばい）

-2対数尤度（最終）

OSS活用

OSS
開発貢献
の有無

企業
ﾌﾟﾛﾌｨｰﾙ

切片

前期⇒今期見込み



 

 

年度以降の従業員増減に影響しないという
分析結果となった。 

 以上の分析は、３カ年という短い期間で、
またそれぞれの年度のデータを「資本金規
模」で５つのカテゴリーに分けた上で回帰分
析を行うという（自由度は 15）、非常に限ら
れたパネル分析ではあるが、日本の IT 企業
における OSS の活用および開発貢献が企業
成長に与える影響を分析する上で、示唆的な
分析結果となった。 

 

まとめ 
研究では、OSS の活用及び開発貢献と企業

経営との関係を探索するべく、2012 年度か
ら３カ年に渡って実施したアンケート調査
結果を元に、３カ年の経年変化に関わる本格
分析に向けての予備的な分析を行った。３カ
年の経年分析にあたって、まず各年度の平均
値を用いたが、データを「平均化」すること
によって、各年度のデータの特徴が見失われ
てしまった可能性もある。そこで３カ年に渡
るデータによって生産関数を想定すること
で回帰分析を行った。その結果 OSS の活用
は今期の売上高に影響するものとして捉え
られるという今までの各単年度での結論は、
この分析によっても証明されたことになる。
また、OSS の開発貢献は今期、もしくは次年
度以降の売上高に影響せず、また今期、もし
くは次年度以降の従業員増減に影響しない
という分析結果も、今までの各単年度での分
析結果と一致するとも言えよう。その点で、
日本の IT 企業における OSS の活用および開
発貢献が企業成長に与える影響を分析する
上で、示唆的な分析結果となった。本研究の
分析方法は上述のように３カ年という短い
期間で、またそれぞれの年度のデータを「資
本金規模」で５つのカテゴリーに分けた上で
回帰分析を行うという制約があるものでは
あるが、OSS の活用・開発貢献と企業経営と
の関連性について、新しい知見を得るための
本格分析に向けた予備的な分析になったと
考えられる。 
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